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2017 年 5 月 14～15 日、アジアから中東を経て

欧州、アフリカ東岸にまで跨がる中国の一大開発プ

ロジェクト「一帯一路」に関する初の国際会議が、

北京で開かれた。会議自体は、約 130 カ国から参加

者があり、習近平国家主席が同構想を支える「シル

クロード基金」への 1,000 億元の追加出資を表明す

るなど注目されたが、ある意味で会議そのものより

も注目を集めたのは、アジア・インフラ投資銀行

（AIIB）にも参加するインドが、首脳は勿論、一切

の政府関係者を送らず、会議をボイコットする強い

対応を見せたことであった。 

インドの反発は、「一帯一路」そのものというよ

り、同構想の旗艦事業と位置づけられる、中国・パ

キスタン経済回廊（CPEC）に向けられている。

CPEC は、パキスタン全土にまたがる大規模な経済

的コネクティビティ事業として打ち出されたもの

の、その背後には中パ両国の安全保障上の動機があ

る、戦略的なプロジェクトであるとの指摘が絶えず、

インドはそれが、潜在的に自国の安全保障を損ねる

ことに対して強い警戒感を抱いている。 

本稿では、そうした CPEC の安全保障上の含意

と、それに関連して中印を中心に展開されている国

際政治を考察する。ただし、日本では CPEC 自体

の認知度があまり高くないことに鑑み、本論に入る

前に、CPEC の概要に触れることとしたい。 

 

 

 CPEC は、「一帯一路」の下にある「シルクロー

ド経済ベルト」を構成する 6 つの経済回廊の 1 つ

で、最も先行して開発が進むプロジェクトである。

パキスタン南部、アラビア海沿岸に位置する深水港

グワダルの開発を軸に、そこからパキスタン全土を

経由して中国西部・新疆ウイグル自治区カシュガル

へと至る道路・鉄道網を整備し、さらにその周辺で、

エネルギー関連施設や経済特区の設置を行う。 

2015 年 4 月の習近平主席の訪パ時に、CPEC 構

築のための中国による 460 億ドルの投資が打ち出

され、その規模が大きな注目を集めたが、その後投

資予定額は 620 億ドルまで増加した。CPEC の最

終的な期限は 2030 年で、そこまでを見据えた長期

計画は中パ間で最後の詰めが行われており、その内

容次第では、さらに投資額が増える可能性もある。 

「回廊」とは言うものの、CPEC は輸送インフラ

に留まらない包括的な経済開発事業である。グワダ

ル港の開発や、カラコルム・ハイウェイの拡張をは

じめとした道路・鉄道網の改修は重要な柱ながら、

当初打ち出された投資額 460 億ドル中 330 億ドル

分は、石炭や太陽光、水力、風力など各種の発電所

や送電網の建設といったエネルギー関連事業が占

める。これは慢性的な電力不足が GDP の押し下げ

要因になっているパキスタンの問題意識を反映し

ている。さらに、長期的な経済効果が期待されるの

は、全土で 29 カ所が計画される経済特区である。 

中国は、CPEC を「一帯一路」の旗艦事業として

重視している。CPEC により陸路でのインド洋への

アクセスが可能になれば、中東やアフリカ、欧州と

の交易路を短縮でき、貿易コストの削減に繋がるし、

CPEC を含めた「シルクロード経済ベルト」が、新

疆の経済発展をもたらせば、それが同地域の政治的

安定化に繋がることが期待できるためである。パキ

スタンでも、CPEC が自国の経済状況を一変させる

との期待が強く、GDP 成長率が年 7.5%程度にまで
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引き上げられるとの見方もある。国連アジア太平洋

経済社会委員会の報告書によれば、2030 年までの

CPEC の直接の雇用創出効果は 70 万人に上る。 

 しかし、CPEC の各プロジェクトには、遅延の情

報が絶えない。特に 2018 年までの完成を目指すエ

ネルギー関連のプロジェクトで遅延が顕著である。 

遅れの原因は様々なものが指摘されている。より

直接的なのは、用地の取得で現地住民と折り合いが

つかないことや、計画の実現性が十分精査されてい

ないこと、さらにパキスタン国内で多数の連邦・州

政府機関が関与するため、手続きの煩雑さや権限争

いが生じるといった官僚主義的要因である。 

他方、より根本的な要因は二つある。一つはパキ

スタン各州間の政争である。CPEC には複数の

「ルート」があり、中でも、グワダルを擁するバロー

チスタン州や北西部のカイバル・パクトゥンハ（KP）

州といった、経済的に立ち遅れた地域を通る西部

ルートの開発を優先することが政治的に合意され

ているが、これらの州は、実態として、政治的・経

済的に力を持つパンジャーブ州を通る東部ルート

の開発が優先されているとの不満を持っている。 

もう一つは治安である。バローチスタン州や KP

州では、現地住民を搾取するものとして CPEC を

敵視するバローチ民族主義系の武装勢力や、イスラ

ム過激派の活動が活発であり、テロが頻発している。

2016 年 9 月の公式発表によれば、2014 年以来、

CPEC 関連事業へのテロでのパキスタン人犠牲者

は 44 人に上った。同月には、バローチスタン州ハ

ブでのテロで中国人作業員も 2 人が殺害されてい

る。直近でも 2017 年 5 月、グワダルでテロが発生

し、パキスタン人作業員 10 人が犠牲になった。自

国民の作業員の安全を懸念する中国政府の強い要

請もあり、パキスタンは 15,000 人規模の CPEC 専

従の特別治安部隊を創設し、安全確保に当たらせて

いるが、テロの完全な防止は難しいようである。 

CPEC の遅延を懸念する中国は、様々なレベルで

パキスタンに対応を促している。駐パ中国大使館が

2016 年 1 月に、パキスタンの各政治勢力に対し、

CPEC の推進に資する環境の醸成を求める異例の

声明を出したほか、中国がパキスタン政府に対し、

CPEC を排他的に管轄する省の設置と、陸軍の関与

拡大を求めたとの報道もあった。中国共産党の機関

紙『人民日報』系の『環球時報』はより踏み込んで

いる。同年 9 月には、CPEC の先行きは順風満帆と

はなりそうになく、両国民は挫折の可能性に備える

べきとの論説を掲載し、11 月には、経済面で CPEC

が中国にもたらす利益は限られ、パキスタンこそが

受益者であるとの専門家の見解を紹介した。 

 

 次節で具体論に入る前に、全般として指摘すべ 

 中国・パキスタン両政府ともに、こうした一大コ

ネクティビティ事業としての CPEC は、純粋な経

済プロジェクトであるとの立場を取り、そこに安全

保障上の意図があると認めることはまずない。しか

し外部からは一般に、CPEC は経済プロジェクトで

あると同時に、安全保障上の動機、特に中国のそれ

に突き動かされていると見られている。 

 そもそも CPEC の登場以前から、グワダル港に

関しては、いわゆる「真珠の首飾り」論の中で、安

全保障上の含意が語られてきた。すなわち、同港は

中東から世界各地への石油輸送が集中するホルム

ズ海峡に近接するため、中国がここを海軍基地化し、

恒常的なプレゼンスを展開することで、重要なシー

レーンが通るインド洋での影響力増大や、インドの

封じ込めを図る可能性が提起されてきたのである。 

 この流れを受ける形で、CPEC に関しても、中国

の安全保障上の意図が指摘されている。グワダルを

基地化することで、中国が海軍の恒常的な展開をよ

り容易にし、インド洋での作戦行動の円滑化や影響

力の拡大を志向するとの見方は、そのまま受け継が

れている。特にインドでは、グワダルがインドに対

する軍事作戦や封じ込めに用いられるとの警戒が

強く、近年では、CPEC で拡張されるパキスタン国

内での道路網に関しても、同様の指摘が為されるこ

とがある。さらに、グワダル港と陸上の輸送網によ

り、インド洋への陸路アクセスを可能にすることで、

中国は自国の石油輸入の 85%がマラッカ海峡を通

過するために敵対国による有事の海上封鎖に脆弱

であるという、「マラッカ・ディレンマ」の解消を

企図しているとの見方もしばしば提起される。 

CPEC の安全保障上の含意 
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 では、実態はどうなのか。グワダル基地化の可能

性は、実は近年では注目度が下がっていた。確かに、

2011 年にパキスタン首相と国防相が中国にグワダ

ルの海軍基地建設を要請し、2013 年には、パキス

タン政府がシンガポール港湾局との契約を打ち

切ってまで、中国の国有企業に港の運営・開発権を

与えるという示唆的な動きもあった。だが、2011 年

のパキスタンの要請は中国が即座に拒否し、近年は

中パともに中国の基地化の可能性を否定していた。 

しかし、2016 年 11 月下旬のパキスタン海軍当局

者の発言で潮目が変わった。匿名の当局者発言とし

て、グワダルおよび CPEC の下での交易の防護の

ために、パキスタン海軍と調整の下、中国海軍が艦

船を配備する見込みであり、かつ同港に、パキスタ

ン海軍向けの大規模造船所の建設計画があるとの

情報が報じられたのである。パキスタン海軍の装備

は中国製が多いため、同海軍向けの造船所ができれ

ば、中国海軍もそこで補修を受けることが容易にな

る。艦船の配備について問われた中国の軍報道官は、

回答を避けつつも否定もしなかった。なお、このパ

キスタン当局者発言に先立ち、同月中旬に定例の北

アラビア海における中パ海軍合同演習が実施され

ており、その内容については、CPEC の安全確保に

焦点を当てたものであるとの報道が出ていた。 

2017 年 3 月にはさらに、香港の英字紙が、中国

軍関係者の話として、中国海軍が陸戦隊を現行の 2

万人から 6 個旅団 10 万人規模に増強し、一部をジ

ブチと並んでグワダルに駐留させる計画であると

報じた。増強の目的は、中国の海洋のライフライン

と拡大する海外権益の防護にあるという。これらが

事実であれば、徐々にではあるものの、インド洋で

の中国海軍のプレゼンス拡大という形で、CPEC が

持つ安全保障上の含意が表れつつあるといえる。 

グワダルだけでなく、CPEC の陸上部分でも同様

の展開が見られる。2016 年 3 月、インド治安機関

筋の話として、中国軍の部隊がパキスタン国内に配

置され、CPEC の防護を行う見込みであるとの報道

が為された。中国軍の兵士が、カシミールの印パの

実効支配地域を隔てる実効支配線（LoC）付近のパ

キスタン側で目撃されてもいる。また、2016 年 7

月には、パキスタン側カシミール（PAK）と新疆ウ

イグル自治区の国境地帯で、初の中パ合同での国境

警備作戦が実施されたが、これも CPEC の文脈と

無関係であるとは考えにくい。 

勿論、CPEC に対する中国の動機との関係で言え

ば、これらの動きが、CPEC が実際には安全保障上

の動機に突き動かされたプロジェクトであること

の証左なのか、それとも経済プロジェクトである

CPEC の進展に付随するものなのかは、判断が難し

い。仮に安全保障上の動機が強いとしても、依然太

平洋方面が戦略正面である以上、現段階で中国海軍

に CPEC を利用してインド洋方面でのプレゼンス

を増大させる余力がどこまであるのか、疑問も残る。 

ただ実態として、CPEC の進展に伴い、「CPEC

を守るため」との理由の下で、中国の軍事プレゼン

スが拡大する兆候が見られる現実には間違いがな

い。そしてそれは必然的に、中国・パキスタン両方

との間で領土問題などに起因した摩擦を抱える、イ

ンドの強い警戒を呼び起こすことになる。 

 

 

インドは以前から CPEC に神経を尖らせてお

り、何度も中国に懸念を伝えてきた。今回の「一

帯一路」会議ボイコットという強硬姿勢の背景に

も、その一部である CPEC に関する度重なる懸念

表明が顧みられなかったことへの反発がある。 

 CPEC へのインドの懸念は、第一義的には、パ

キスタンが実効支配するもののインドが領有権を

主張する、PAK の主権の問題に由来する。CPEC

は PAK でのインフラ開発なしには成り立たない

が、それは中国がパキスタンの PAK 領有を認め

ることに等しく、インドには看過しがたい。「一帯

一路」会議不参加表明の際も、印外務省は「コネ

クティビティ・プロジェクトは主権と領土的一体

性を尊重して進められねばならない」と声明し

た。また、CPEC に関連した中国軍の PAK での

中印の摩擦と CPEC をめぐる国際政治 
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活動も、同じ観点で容認しがたいはずである。 

 だが同時に、広い意味での CPEC の安全保障上

の含意に対する警戒感があることも間違いない。

グワダル港を筆頭とする CPEC のインフラ建設や

それに付随して増大する中国の軍事プレゼンス

が、従来インドが自国の勢力圏とみなしてきたイ

ンド洋地域での中国の影響力拡大や対印封じ込

め、さらには中印間の有事の軍事作戦円滑化に利

用される可能性への懸念は、インド国内の議論で

根強いものがある。同国では以前から、中国は安

全保障上の動機ゆえに CPEC を進めており、経済

プロジェクトであるとの主張は口実に過ぎないと

の見方が強い。そこへ近年、プロジェクトの遅延

などに伴って、当の中パ両国内からさえ CPEC の

収益性を疑問視する声が上がり、一方では中国の

軍事プレゼンス増大を示唆する兆候が相次いだた

めに、尚更そうした見方に拍車がかかっている面

があるものと考えられる。 

 他方で中国は、必ずしも公式な形ではないが、

CPEC に関してインドに秋波を送ってきた。中国

政府は、経済プロジェクトである CPEC は、印パ

間のカシミールの領有権問題に影響を与えず、こ

の問題での中国の中立には変化がない、と説明し

ている。遡れば 2015 年 3 月には、駐印中国大使

が非公開の会合で、中パ間の貿易路をインドまで

延伸する案に賛同した。2016 年末には、インドは

妨害工作を止めて CPEC に参加すべきとするパキ

スタン軍高官の発言を受け、中国外交部はインド

の CPEC 参加に向けた協議にオープンである旨を

表明、『環球時報』がインドは CPEC に参加すべ

きとの記事を掲載した。さらに 2017 年 5 月、駐

印中国大使が演説の中で、主権問題でのインドへ

の配慮として CPEC の名称変更も可能であると言

及し（公開記録からは削除）、「一帯一路」への協

力を要請した。インドの「一帯一路」会議不参加

に対しても、中国は 1954 年の「平和五原則」に

沿って同国の懸念に取り組むと表明している。 

 これらの動きは、中国が比較的真剣に CPEC や

「一帯一路」にインドの協力を取り付けようとす

る試みといえるが、そこには CPEC の安全保障上

の含意に対する中印間の認識のズレも見える。中

国にとって CPEC の安全保障上の含意が重要だと

しても、その主眼はより広くインド洋での影響力

拡大にあって、CPEC を利用した対インド封じ込

めという特定の目的への関心は恐らく薄い。中国

の「競争相手」はインドではなく、同国に対し、

CPEC の含意を活用して何らかの軍事的劣位を相

殺しなければならない切迫感を抱えているわけで

もないためである。だがそれは、インド側の安心

材料にはならないし、インド洋での中国のプレゼ

ンス増大と影響力拡大は、そこを「インドの海」

とみなすインドにとっては無視し得ない。 

 こうした事情と、何より「一帯一路」会議ボイ

コットという強い姿勢からも分かるように、中国

側の働きかけがあれども、インドが CPEC への態

度を軟化させることは当面考えにくい。とはいえ

多少の妨害はともかく、同国に CPEC を止められ

る有効な手立てがあるわけではない。 

 インドにとってさらに悩ましいのは、CPEC へ

の諸外国の関心の高まりであろう。パキスタンの

シャリフ首相によれば、2017 年 3 月時点で 52 カ

国が CPEC への参加に関心を示したという。 

 インドは現在、イラン南部沿岸のチャバハール

港開発に投資しているが、そのインドの意図は、

同港をグワダルに対抗できる港に発展させ、かつ

そこからアフガニスタンや中央アジアに至る輸送

網を整備することで、CPEC に伴う中パの影響力

増大に抗うことにあるとされる。 

 だが、実はイランは、パキスタンの近隣諸国の

中で、最も明確に CPEC 参加への意志を示した国

でもある。2015 年 7 月のイラン核合意以降の同国

とパキスタンの関係強化機運を受ける形で、2016

年 9 月の首脳会談でイランのハサン・ロウハニ大

統領が CPEC 参加への関心を明言、中パは歓迎し

た。チャバハール港開発に関しても、当のイラン

にはグワダルへの対抗という意識は薄い。 

 アフガニスタンも同様である。同国はパキスタ

ンとの関係が良好でないが、それでも CPEC 参加
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による経済復興への期待感から、2016 年 10 月に

はアフガニスタンの駐パ大使がプロジェクト参加

への関心を表明した。2017 年 4 月には、中国が

CPEC をアフガニスタンまで延伸することを計画

し始めていると報じられた。 

 域外でも CPEC への関心は高まっている。中東

ではサウジアラビア、トルコが参加に前向きとの

報道がある。欧州諸国も関心を示しており、フラ

ンス、ドイツ、スイス、ルーマニア、ベラルーシ

などの国名が挙がっているが、最も積極的なのは

英国である。2016 年 11 月には既に、英外相がラ

ホールでの演説で、英国企業が CPEC の各プロ

ジェクトに参加することを望むと発言、翌年 3 月

には、英国政府と王立安全保障防衛研究所の共催

で、英中パの当局者・専門家を集めた CPEC に関

する会議が開かれた。さらに 4 月、国際貿易閣外

大臣が「英国は中パ両国が CPEC を実現する上で

の重要パートナーになり得る」と表明している。 

 これら各国の動きからは、CPEC をめぐる国際

政治が、インドにとって分の悪いものになりつつ

あるように映る。その中で注目されるのがロシア

の動向であろう。近年の米印関係緊密化もあり、

パキスタンとの関係構築に乗り出したとはいえ、

ロシアはインドの伝統的友好国である。そのロシ

アに関しては、CPEC への参加や、同国が推進す

るユーラシア経済連合（EEU）と CPEC の統合

が協議されているといった報道が絶えないが、露

当局は否定してきた。ロシアは公式には、「シルク

ロード経済ベルト」と EEU の統合に関する協議

の存在は認め、かつ CPEC の「重要性を理解す

る」ものの、CPEC には参加しないとしている。 

ロシアは既に、パキスタン政府との間でカラチ－

ラホール間のガスパイプライン敷設に関する作業

を進めており、同国での経済事業自体への抵抗感が

特段強いわけではない。それでも CPEC に慎重姿

勢を見せる背景には、多少なりとも対印配慮がある

と考えられる。だが一方で、中国はその印露間の友

好関係があるからこそ、CPEC へのロシアの参加に

よりインドの態度を軟化させたいと考えている節

があり、『環球時報』がそうした趣旨の論説を記載

している。これらを踏まえるならば、ロシアの参加

は、今後、CPEC をめぐる中印の駆け引きの一つの

焦点になるものと思われる。 

 

 

 こうした中で、目立った動きがないのが米国であ

る。米政府は、CPEC に関する立場を積極的に打ち

出してはいないが、駐ラホール総領事が 2016 年に

言及した、「米国は CPEC に反対しているわけでは

なく、それがパキスタンの繁栄と成長に繋がること

を望む」というのが基本線であろうと思われる。 

 米国の戦略コミュニティでは、中国の投資が本当

に経済的成果に繋がるのかを訝る声がありつつも、

同盟国であるパキスタンの経済発展と安定化に繋

がるならば、それは望ましいことであるとの見方が

強い。一方で、グワダル港の海軍拠点化やパキスタ

ン国内での中国の軍事プレゼンス増大といった、

CPEC の安全保障上の含意には警戒感があり、これ

は 2016 年の国防総省の報告書でも見られる。 

 中東の石油の安定供給を重視する米国にとって

は、その大半が通過するホルムズ海峡に近いグワダ

ルを拠点に、中国海軍が大きなプレゼンスを発揮す

る事態は看過しがたい。一方で、そうした戦略的重

要性があるからこそ、逆に中国にとって、グワダル

近辺の北アラビア海でのプレゼンスを確保し、影響

力を拡大することは魅力的な選択肢となる。 

 将来的に、中国がインド洋地域でどの程度の軍事

プレゼンスを展開するのか、現段階で見通すのは難

しい。そもそも拠点になるとされるグワダル自体、

2016 年 11 月に開港式典が行われたものの、2030

年までに貨物取扱量を大幅に増加させるための拡

張工事の途上にあり、最終的な姿が見えない。それ

だけでなく、中国はグワダルよりも、既にパキスタ

ン海軍の基地がある純粋な軍用港で、現在さらなる

開発が進む、グワダルから東方に 230km のオルマ

ラを利用するようになるとの予測もある。 

米国はどう出るのか？ 
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 ただいずれにせよ、中長期的に、中国が CPEC を

足掛かりに軍事プレゼンスを増大させるならば、現

在「様子見」状態の米国が、CPEC をめぐる国際政

治に参加せざるを得なくなる。そうなると、パキス

タンが米中の板挟みになる。インド海軍への対抗と

いう観点から、パキスタンは基本的に中国のプレゼ

ンス拡大を望むが、度が過ぎて同盟国である米国の

懸念を呼べば、これを完全に無視することも難しい。 

 誤解されがちだが、CPEC の進展と中パの緊密化

は、パキスタンが米国に配慮する必要が全くなくな

ることを意味しない。確かに従来、摩擦の絶えない

米パ関係に対し、中パ関係は常に良好であってきた

ため、中国の台頭と CPEC の進展により、その良

好な中パ関係の発展をもってパキスタンはもはや

米国を必要としなくなる、との見方は自然に映る。

しかし、米国のパキスタン専門家であるクリスティ

ン・フェアが指摘するように、実はそうした従来の

米パ・中パ関係には、パキスタンが中国を対米レン

トシーキングの梃としてきた構図が隠れている。す

なわち、パキスタンは最大の支援者たる米国からよ

りよい条件を引き出すため、中国というオルタナ

ティブを利用してきたのである。 

 CPEC の進展は、恐らくパキスタンにとっての米

中の優先順位を逆転させるが、同国が同様のアプ

ローチを続けるなら、今度はオルタナティブとして

米国が引き続き必要ということになる。パキスタン

国内に少なからず、CPEC による対中依存が強まり

過ぎることへの懸念があることからするに、このア

プローチが続く可能性は高いだろう。パキスタン上

院の計画・開発委員会の委員長は、同国の利益が十

分に保護されなければ、CPEC は「新たな東インド

会社」になってしまうとの懸念を表明している。 

 これらを勘案すれば、CPEC をめぐっては、現在、

中印を軸として国際政治上の駆け引きの「第一幕」

が繰り広げられているものの、潜在的にはその後に、

CPEC の安全保障上の含意の実現に関して米中パ

が駆け引きを行う、「第二幕」が控えているという

ことになろう。そして当然、その「第二幕」が現実

に生起するのかは、今後の CPEC の方向性に依存

している。インド洋シーレーンへの依存度が高い日

本としても、その帰趨を注視していく必要がある。 
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